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クと反ソフトバンク陣営との間でYahoo!

BBの12Mbpsサービスの仕様が原因とな

って対立が起きている。これはYahoo! BB

のADSLで採用している北米方式（Annex

A）が、ほかの事業者の採用している日本独

自方式のADSLと、電話線の中で干渉を

起こす可能性があるという問題をめぐる議

論だ。干渉については問題ないとするソフ

トバンク側に対し、干渉を起こすので事前

規制をすべきだという反ソフトバンク側の

激しい応酬となっているが、ここでの資料

を見る限り、結局のところ事業者がそれぞ

れ自分たちのサービスをうまく進めたいとい

うエゴが丸出しとなっている状況だ。本来

スペクトル管理基準の必要性は、利用者

がこうした事業者間競争の被害者とならな

いための消費者保護にあるはずだ。つま

り、事業者間の競争激化でサービスの質

が落ちないようにするためのスペクトル管

理基準の策定のはずなのだが……。いま

や、ここでの議論は、事業者が競争に勝ち

残るためのものになりつつある。

xDSLの今後に限らず、ブロードバンド、

IT業界の今後のためにも、この議論が、利

用者の視点を大事にするものになってもら

いたい。ユーザーとしてはこの議論がおか

しな方向にいかないためにも、常にウォッ

チしておくべき項目だ。

社団法人情報通信技術委

員会（TTC）は、日本国内に

おける情報通信ネットワーク

にかかわる標準の策定、普

及活動や調査研究活動を行

う標準化機関だ。

その中でxDSLを扱うのが

「第四部門委員会の第六専

門委員会」だ。この第六専

門委員会には、NTT、KDDI、

BBテクノロジー、アッカネッ

トワークス、イー・アクセス、

パラダインなどADSLを取り

巻く主要プレイヤーが代表を

送り込んでいる。ここでは現

在、xDSLのスペクトル管理

の標準規格を検討しており、

その規格策定議論の結果がウェブ上で随

時公開されている。

スペクトル管理の標準規格とは、既存の

電話線で利用者が満足できるADSLサー

ビスを提供するために、電話回線での漏話

や線路損失の許容範囲を明確に標準とし

て設定するものだ。NTTはこの取り決め

に従って各事業者との相互接続について

管理を行うことになっている。

この標準化の議論で、最近ADSLサー

ビスを提供する事業者間、特にソフトバン

TTCでの議論から、
ユーザー無視のADSLサービス近未来が見える！？
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『情報技術通信委員会 第四部門委員会第六
専門委員会議事録及び合意事項』

http://www.ttc.or.jp/j/info/wg4_2_prc/
国内の情報通信技術の標準化を行うTTCのホームペー
ジ。xDSLだけでなく、さまざまな通信技術の標準化がど
のように進んでいるかをチェックできる。

Discussion NO.1

書籍、雑誌、ウェブ、ストリーム、テレビ番組……毎月、何千、
何万ものコンテンツが世に出ている現代｡情報の波をうまく
乗りこなすにはどうすればいいのか、どの視点からコンテンツ
を見ればいいのか｡今月は、「企画乱立のxDSLの今後を理
解する」をテーマに、日本で初めてADSL利用実験を行った
NPO「いなじんインターネット」のメンバーに、xDSLを知るう
えで押さえておくべきコンテンツをピックアップしてもらった。

企画乱立のxDSLの今後を理解する。
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電話網があったこと、その電話網を使って

インターネットサービスがすでに行われて

いたこと、なによりDSLとインターネットに

情熱を傾ける人たちが集まったということ

がこの本から読み取れる。

この実験の後、あるメンバーは長野で

のADSL商用サービスを目指し、あるメン

バーは東京でDSLを提供するベンチャー

企業を起こして日本中にADSLの一大旋

風を巻き起こしている。結果的に長野県

の1都市の、それもたった1か月間の試み

だったにもかかわらず、巨大企業NTTを

もDSLサービス提供へと動かし、現在の

ADSLの爆発的な普及の火種となったの

である。

日本のADSL普及の原点ともなった実

験を理解し、今後のADSLのあるべき姿

を知るためにも貴重な一冊である。

この本は、1997年9月に行われた長野

県伊那市でのxDSL利用公開実験のドキ

ュメンタリーである。この実験を主導し

た「伊那xDSL利用実験連絡会」の発足の

主旨と経緯、さらに伊那市に存在した有

線放送電話網に着目した点、実際に参加

した農業団体、自治体関係者、各企業の

取り組みの模様が詳細に紹介されてい

る。またドキュメンタリーと言っても、

xDSLとはどのような技術なのかをしっか

りと追いかけた書籍になっている点も見

逃せない。

1997年と言えば、xDSL技術は日本で

はほとんど知られておらず、ISDNを推進す

る当時のNTT社長が「NTTではADSLは

やらない」と明言していた時代だ。そのよ

うな状況の中で長野県の田舎でxDSLの

実験が行われた理由には、伊那市に独自

転すると予測している。この

予想が当たるかどうかは光

サービス事業者が規制緩和

と技術革新の中でつぶし合

うことなく、ある程度の競争

状態と、光ならではのサー

ビスによりユーザー需要を

作り出せるかどうかにかか

っていると言える。

いずれにしても、まだまだ

高速化するADSLと、その

現在の加入者増加の状況を見てみると、

「光がメタルを超える」という2005年の予

測の当たりはずれを判断するのは難しい。

いつの時点で、マスが銅線から光に替わ

るかが、インフラの価格やサービスの質に

かかわってくるので、このページで状況を

見ながら、導入すべき“次のインフラ”を

考えるといいかもしれない。

わが国におけるDSLの普及状況を知る

には欠かすことのできない、総務省が提

供する公開ページ。ADSLサービスが本

格的に開始されたのはつい2年ほど前に

なるが、このページを見ると、その後の

ADSLサービスの普及は総務省が2001年

11月に発表した「全国ブロードバンド構想」

の時点での2003年の予測（481万人）を

すでに大きく超えており、今後もさらなる

増加が見込まれている。

これはxDSLが設備技術面で早期に導

入しやすい技術であったことにより、ベン

チャー企業を含めた大小通信事業者によ

る競争状態を生み、サービス料金の低廉

化や、IP電話や映像ストリーミングなどの

多彩なサービスが可能になったことが原

因であろうと考えられる。

総務省は前述の構想の中で、2005年

度には光ファイバーサービスがDSLを逆

『ドキュメント伊那ADSL』
編集：伊那xDSL利用実験連絡会
出版元：丸山学芸図書（現、光芒社）
価格：2,800円
長野県伊那市において行われたxDSLの公開利用実験
をレポートした書籍。ADSL技術でどのようなことが可能
になるのかを、オンデマンドテレビ会議などの具体的な
実験の内容を踏まえて展開している。

『DSL普及状況公開ページ』
http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/whatsnew/dsl/

月ごと、また累計のxDSL加入者数を公開している総務
省のウェブ。加入者数だけでなく、xDSL関連の行政指
導および報道発表資料などに加え、用語集も閲覧でき
るなど、国内のxDSL事業の現状を知るうえで重要な資
料が掲載されている。

book NO.2

これが日本のADSLの原点
xDSLの今後を占うためにも貴重な一冊

report NO.3

DSL普及状況から、
「全国ブロードバンド構想」の実現度を知る
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なんら変わっていない。たとえば現在の

ADSLの最大通信速度は13.3Mbpsであ

り、これに誤り補正などの処理が加えられ

8Mbpsや12MbpsというADSLのサービス

速度が定められているわけだが、これがど

うやって実現しているかは、本書を読むこ

とで十分に理解できる。

今後のADSLの高速化についても、

16Mbps以上を実現する日本独自規格

Annex Iが標準化されようとしている。こ

の規格もG.992.1の応用に過ぎないので、

基本を押さえた本書は参考になるだろう。

確かに本書は2年前の発行ということ

で、この業界の資料としては古いものにな

ってしまう。しかし、現在すべてのADSL技

術のベースとなっている部分を理解するに

は、いまだにこれ以上の資料は登場してい

ないのだ。

ADSL技術に関する入門書はそれほど

多くは発行されていない。その中でxDSL

を総じて取り上げた本書は、発行から2年

が経過してもDSLの入門書として他の追

随を許さない内容となっている。技術だけ

でなく、コスト、利用例なども紹介されてい

るので、ユーザーだけでなく、サービス提供

者にも参考になるだろう。

ADSLの技術基準はITU-T（国際電気通

信連合電気通信標準化部門）によって決

められているのだが、本書が刊行された

1999年当時、ITU-Tによる標準規格とし

てG.dmt（G.992.1）やG.lite（G.992.2）が

制定されており、本書でも取り上げられて

いる。

現在の8Mbpsや12MbpsADSLサービ

スもG.992.1の範囲内での応用なので、本

書で取り上げているものと、技術の本質は

はガラス繊維などを材料としていたため

折れやすくて宅内などの引き回しが難し

いことや、ファイバー同士を接続するに

は、熱で融着しなければならないなど、

作業面での煩雑さが課題となっていた。

しかしプラスチックファイバーや簡単な

接続コネクターが開発され、現在では技

術的課題は解決されつつある。

それでもなおVDSLが利用される理由

は、マンションなど集合住宅において管

理や権利面で折り合いがつかず、新規に

光ファイバーを導入できないケースが多

数存在するからだ。さらに、VDSL自体の

技術革新も進んで高速通信が可能になっ

ているという点も上げられる。近い将来、

ADSLに取って代わるのは、光ファイバ

ーだと言われている。ただし、そうなった

場合でも集合住宅などではxDSL技術は

手放せないものとなるだろう。

xDSL技術は何もADSLだけが普及し

ているというわけではない。FTTHの普

及とともにVDSLという技術が普及し始

めていることも忘れてはいけないだろう。

たとえば、有線ブロードネットワークスや

NTTのBフレッツマンションタイプなどで

は、VDSLが光ファイバーと利用者をつ

なぐラストワンメートルの手段として使わ

れている。現在、このVDSLを実現する

モデムの国内主要メーカーはNECで、同

社のウェブでは、VDSL技術についてわ

かりやすくまとめてあるので、参照してみ

るといいだろう。

光ファイバーはDSLと違い、伝達距離

による減衰が少なく、無限とも言える通

信速度を可能にすることができるが、そ

の反面新たに住宅やビルなどに引き込み

をしなければならないという設備面での

問題があった。特に従来の光ファイバー

『最新技術解説 入門xDSL』
著者：梅山伸二、半坂剛
出版元：技術評論社
価格：1,980円
各種のxDSLの技術仕様とその実践的な導入方法を解
説した入門書。ITU-Tの標準規格、G.dmt（G.992.1）や
G.lite（G.992.2）について詳しく解説している。

book NO.4

光ネットワークの普及で
注目のVDSLを理解する

MEDIA REVIEW MIX

156 +++ iNTERNET magazine 2003.04 +++

『NEC：VDSL Broadband Access
System』

http://www.nec.co.jp/access/
NTT東西のBフレッツのマンションタイプにも使われてい
る、NECのVDSLモデムのページ。ここでは、製品の紹
介だけでなく、なぜVDSLが高速通信を実現しているか
までを詳しく解説している。

web NO.5

「G.992.1」の基礎を学んで、次世代
規格Annex Iにアプローチする

メディアレビュー
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は3～4km）。

また「適応時分割二重」と呼ばれる通信

方式を採用しており、利用者の接続環境に

対して常に適した通信状態を確保し、デー

タが流れていないときには通信を止めて消

費電力を少なくして発熱を抑えるという機

能も持っている。NTTの電話線はアメリカ

などに比べると品質が悪いと言われている

が、そのような中で安定した通信を行うた

めの救世主のようなDSL技術としても期待

されているのだ。

現在総務省で調整されているスペクトル

管理の議論の中でも、遠隔地の利用者に

サービスを提供できるReachDSLを残す

べきだという意見もあり、今後も注目される

xDSLの1つである。米パラダイン社のウ

ェブに掲載されている技術仕様を参考に

しながら、このReachDSLの技術を理解し

ておくべきだろう。

ADSLは現在、速度ばかりが

注目されているが、はたしてそれ

でいいのだろうか。遠隔地に

xDSLサービスを届けるという意

味での技術開発は若干遅れて

いるという印象を受ける。

xDSL技術の中でも特に長

距離伝送ができるように調整し

た技術が米パラダイン社の

ReachDSLである。xDSLの伝

送距離の問題は言い換えれば

ノイズとの闘いであり、低い周

波数を使う方がその影響を受けにくい。

ReachDSLは一般的なADSLよりも低い

20～90kHzの帯域で通信を行う。低い周

波数を使うため通信速度は2.2Mbpsと遅

めであるが、その分遠距離の伝送が可能

であり、NTT回線で最長10kmという距離

をサービスした記録もある（通常のADSL

理するよりも技術的に簡単

で、ISDNや携帯電話によ

って培われてきた電話のデ

ジタル化技術と課金処理技

術の応用だけで実現できる

のだ。これは、光ファイバ

ーよりも低速度でありなが

ら早急にサービスを提供で

きるADSLの特徴とともに

ビジネスとしてマッチしたと

言える。

IP電話サービスはまだまだ始まったば

かりであるが、今後ADSL事業を見てい

くうえで、このIP電話の動向や概要を理

解することは非常に重要なポイントにな

る。まずは、「IPネットワーク技術に関す

る研究会　報告書概要」でこのキラーア

プリケーションの課題を押さえておくとい

いだろう。

Yahoo! BBが提供するIP電話サービ

ス「BBフォン」が、加入者の底辺を広げ

ている現状を見ればわかるように、

ADSLをさらに普及させるには、IP電話と

いうアプリケーションはなくてはならない

ものになっている。そのIP電話を国内で

展開する際の課題などをまとめたのが、

この総務省による「IPネットワーク技術に

関する研究会　報告書概要」だ。

現在のADSLをはじめとするブロードバ

ンドサービスには、その能力を十分に生

かすアプリケーション、いわゆる「キラー

アプリケーション」が不足していると言わ

れている。FTTHが始まった頃はテレビ

電話や映画のストリーミングサービスが

可能になると宣伝されたが、使い勝手や

課金処理、端末の価格などの数多くの問

題を抱えている。しかしIP電話における

音声処理は、テレビ電話などで映像を処

“高速”よりも“安定、長距離”に
比重を置いたxDSLサービスを知る

PDF NO.7

「キラーアプリケーション」IP電話が、
ADSL加入者の底辺を広げる
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『ReachDSL White Papers』
http://www.paradyne.com/technology/reach.html

米パラダイン社が開発したReachDSLの白書。なぜ、
ReachDSLが長距離伝送を可能にしているのかなどが
書かれたレポートが掲載されている。

White Papers NO.6

『IPネットワーク技術に関する研究会　報告書
概要』

http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/pdf/
020222_3_01.pdf
総務省がまとめた、IP電話に関する報告書。番号問題、
品質問題など、クリアすべき項目が端的に示されている。
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